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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第54期
第２四半期
連結累計期間

第55期
第２四半期
連結累計期間

第54期

会計期間

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　９月30日

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　９月30日

自平成26年
　４月１日
至平成27年
　３月31日

売上高 （千円） 12,637,955 13,060,211 28,531,643

経常利益 （千円） 475,364 455,158 1,199,005

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 311,640 317,665 731,778

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 346,105 319,541 794,743

純資産額 （千円） 8,955,026 9,502,931 9,315,512

総資産額 （千円） 20,676,329 20,468,579 22,924,197

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 35.38 36.06 83.08

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 43.3 46.4 40.6

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 1,267,760 1,638,061 1,070,915

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △414,203 △146,026 △476,715

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △851,971 △1,475,720 △464,121

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 974,281 1,119,089 1,102,775

 

回次
第54期
第２四半期
連結会計期間

第55期
第２四半期
連結会計期間

会計期間

自平成26年
　７月１日
至平成26年
　９月30日

自平成27年
　７月１日
至平成27年
　９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 23.62 26.65

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累計

期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としております。

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

   　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

　なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）

等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

(1）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済政策を背景に企業収益の向上や雇用情勢の回

復など改善の兆しが見られるものの、中国をはじめとした海外経済の下振れ懸念等から、景気回復の期待感ほどの

需要は見られませんでした。

　当社グループの属する建設関連業界におきましては、物件の見積りや引き合いの増加、新設住宅着工戸数等が緩

やかに持ち直しの動きが見られる等、期待感は高まっているものの需要自体は微増にとどまり、加えて世界経済の

不安感から資源価格の高騰等により需要獲得の競争が激しく収益環境は依然として厳しい状況で推移しました。

　このような状況の中で、当社グループにおきましては、平成27年６月に大阪市淀川区に大阪営業所を開設し、関

西地区の強化を図ってまいりました。既存営業所においては、同業内屈指の広域営業ネットワーク網を活用した積

極的な物件受注活動を行う等地域シェアの拡大、得意先基盤の拡充を行い需要の創造と獲得を図ってまいりまし

た。また、太陽光発電設備を初めとする、環境関連商材の動きは堅調に推移したことことから、需要の取りこぼし

の無いよう努めて参りました。

　子会社の株式会社木村電気工業におきましては、企業グループ間の連携により主力商品の販路の拡大等、売上高向上

に尽力してまいりました。

　この結果、商品分類別売上高は、照明器具類2,342,764千円（前年同四半期比95.1％）、電線類4,174,988千円

（前年同四半期比100.6％）、配・分電盤類2,888,791千円（前年同四半期比92.6％）、家電品類2,582,793千円

（前年同四半期比144.6％）、その他の品目1,070,873千円（前年同四半期比96.0％）を計上し、売上高は

13,060,211千円（前年同四半期比103.3％）となりました。利益面におきましては、営業利益453,817千円（前年同

四半期比95.0％）、経常利益455,158千円（前年同四半期比95.7％）、親会社株主に帰属する四半期純利益317,665

千円（前年同四半期比101.9％）となりました。

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

16,314千円増加し、1,119,089千円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、仕入債務の減少等があったものの、税金等調整前四半期純利益の計上、売上債

権の減少等により1,638,061千円（前年同期に得られた資金は1,267,760千円）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、新設営業所の建物取得に伴う支出等により146,026千円（前年同期に使用した

資金は414,203千円）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、借入金の返済、配当金の支払い等により1,475,720千円（前年同期に使用した

資金は851,971千円）となりました。
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(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

 該当事項はありません。

(5）主要な設備

　当第２四半期連結累計期間において、前連結会計年度末に計画中であった大阪市淀川区の販売設備は、平成27年

６月に大阪営業所として開設いたしました。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 35,328,000

計 35,328,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成27年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年11月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,832,000 8,832,000
東京証券取引所

市場第一部

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式であり、単

元株式数は100

株でありま

す。

計 8,832,000 8,832,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年７月１日～

平成27年９月30日
－ 8,832,000 － 1,073,200 － 951,153
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（６）【大株主の状況】

  平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

河合　日出雄 東京都大田区 2,651 30.03

河合　きよ子 東京都大田区 264 3.00

田中商事従業員持株会 東京都品川区南大井3-2-2 177 2.01

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木1-6-1 171 1.94

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町2-11-3 134 1.52

森田　　健 東京都世田谷区 133 1.51

河合　宏美 東京都大田区 114 1.30

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD

AC ISG (FE-AC)

（常任代理人　株式会社三菱東

京ＵＦＪ銀行）

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET

LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM

（東京都千代田区丸の内2-7-1）

102 1.16

川崎　義行 大阪府貝塚市 100 1.14

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海1-8-11 99 1.13

計 － 3,951 44.74

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    23,800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,802,500 88,025 －

単元未満株式 普通株式     5,700 － －

発行済株式総数 8,832,000 － －

総株主の議決権 － 88,025 －

 

②【自己株式等】

平成27年９月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

田中商事株式会社
東京都品川区南大

井3-2-2
23,800 － 23,800 0.27

計 － 23,800 － 23,800 0.27

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,102,775 1,119,089

受取手形及び売掛金 9,149,773 6,876,022

商品及び製品 1,502,045 1,216,733

仕掛品 471 1,652

原材料及び貯蔵品 26,654 25,030

繰延税金資産 116,333 108,570

その他 132,045 104,100

貸倒引当金 △40,853 △30,466

流動資産合計 11,989,247 9,420,733

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,915,845 3,057,243

土地 6,969,348 6,954,155

その他（純額） 247,634 194,947

有形固定資産合計 10,132,828 10,206,346

無形固定資産   

借地権 183,254 183,254

その他 25,612 49,682

無形固定資産合計 208,867 232,937

投資その他の資産   

繰延税金資産 375,139 395,913

その他 ※１ 362,343 ※１ 367,846

貸倒引当金 △144,228 △155,198

投資その他の資産合計 593,254 608,561

固定資産合計 10,934,950 11,047,846

資産合計 22,924,197 20,468,579
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,517,436 3,398,442

短期借入金 6,930,000 5,590,000

未払法人税等 314,628 177,116

賞与引当金 150,137 174,837

その他 521,199 399,444

流動負債合計 12,433,401 9,739,842

固定負債   

退職給付に係る負債 1,107,189 1,141,397

役員退職慰労引当金 35,100 39,246

その他 32,994 45,162

固定負債合計 1,175,283 1,225,805

負債合計 13,608,684 10,965,647

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,073,200 1,073,200

資本剰余金 951,153 951,153

利益剰余金 7,304,075 7,489,619

自己株式 △13,747 △13,747

株主資本合計 9,314,682 9,500,225

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 32,366 30,517

退職給付に係る調整累計額 △31,536 △27,811

その他の包括利益累計額合計 830 2,705

純資産合計 9,315,512 9,502,931

負債純資産合計 22,924,197 20,468,579
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

売上高 12,637,955 13,060,211

売上原価 10,525,235 10,935,944

売上総利益 2,112,720 2,124,266

販売費及び一般管理費 ※１ 1,634,871 ※１ 1,670,449

営業利益 477,848 453,817

営業外収益   

受取利息 21 20

受取配当金 4,685 4,867

その他 6,129 8,051

営業外収益合計 10,836 12,939

営業外費用   

支払利息 13,321 11,599

営業外費用合計 13,321 11,599

経常利益 475,364 455,158

特別利益   

固定資産売却益 8,038 16,847

特別利益合計 8,038 16,847

特別損失   

固定資産除却損 － 2,448

固定資産売却損 18 6

特別損失合計 18 2,454

税金等調整前四半期純利益 483,384 469,550

法人税、住民税及び事業税 181,010 165,763

法人税等調整額 △9,266 △13,878

法人税等合計 171,743 151,884

四半期純利益 311,640 317,665

親会社株主に帰属する四半期純利益 311,640 317,665
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

四半期純利益 311,640 317,665

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 334 △1,849

退職給付に係る調整額 34,131 3,724

その他の包括利益合計 34,465 1,875

四半期包括利益 346,105 319,541

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 346,105 319,541

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 483,384 469,550

減価償却費 123,473 114,613

貸倒引当金の増減額（△は減少） △11,066 583

賞与引当金の増減額（△は減少） △16,890 24,700

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 60,690 39,737

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6,096 4,146

受取利息及び受取配当金 △4,706 △4,888

支払利息 13,321 11,599

固定資産除売却損益（△は益） △7,789 △14,133

売上債権の増減額（△は増加） 1,746,088 2,262,901

たな卸資産の増減額（△は増加） 128,826 285,754

差入保証金の増減額（△は増加） △650 －

その他の資産の増減額（△は増加） △4,680 △4,827

仕入債務の増減額（△は減少） △996,244 △1,086,260

その他の負債の増減額（△は減少） △7,937 △9,632

未払消費税等の増減額（△は減少） 91,496 △151,470

小計 1,603,410 1,942,373

利息及び配当金の受取額 4,706 4,888

利息の支払額 △13,337 △11,602

法人税等の支払額 △327,018 △297,597

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,267,760 1,638,061

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形及び無形固定資産の取得による支出 △423,449 △179,621

有形及び無形固定資産の売却による収入 8,610 32,050

貸付けによる支出 △137 △200

貸付金の回収による収入 488 236

その他の支出 △736 △513

その他の収入 1,021 2,022

投資活動によるキャッシュ・フロー △414,203 △146,026

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △750,000 △1,340,000

リース債務の返済による支出 △12,423 △3,855

配当金の支払額 △89,548 △131,865

財務活動によるキャッシュ・フロー △851,971 △1,475,720

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,585 16,314

現金及び現金同等物の期首残高 972,696 1,102,775

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 974,281 ※１ 1,119,089
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社

の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用とし

て計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点か

ら将来にわたって適用しております。

　これによる損益への影響はありません。

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　投資その他の資産の「その他」には、次の非連結子会社株式が含まれております。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成27年９月30日）

非連結子会社株式 89,178千円 89,178千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
　　至 平成26年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
　　至 平成27年９月30日）

給料 803,397千円 820,039千円

賞与引当金繰入額 99,890 158,753

退職給付費用 103,639 60,359

役員退職慰労引当金繰入額 6,096 4,146

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

現金及び預金勘定 974,281千円 1,119,089千円

預入期間が３カ月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 974,281 1,119,089
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１．配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 88,082 10  平成26年３月31日  平成26年６月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年11月７日
取締役会

普通株式 88,082 10  平成26年９月30日  平成26年12月８日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

１．配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 132,122 15  平成27年３月31日  平成27年６月29日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年11月６日
取締役会

普通株式 88,081 10  平成27年９月30日  平成27年12月８日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成27年４月１日 至平成27年９月30日）

　当社グループは、電設資材卸売業以外のセグメントの重要性が乏しく、財務諸表利用者の判断を誤らせる可

能性が乏しいと考えられますので、記載は省略しております。

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 35円38銭 36円06銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
311,640 317,665

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（千円）
311,640 317,665

普通株式の期中平均株式数（千株） 8,808 8,808

 （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

 平成27年11月６日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………88,081千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………10円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成27年12月８日

（注） 平成27年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年11月６日

田中商事株式会社

取締役会　御中

 

東　陽　監　査　法　人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 佐山　正則　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 高木　康行　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている田中商事株式会

社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平成

27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、田中商事株式会社及び連結子会社の平成27年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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